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研究成果の概要（和文）：本研究では世界津波モデル（GTM）の中で、新たに構築した様々な津波被害関数（津
波外力と建物等の被害の関係を表す）、被害評価手法を用いて、高い精度の津波リスク評価の方法を提案した。
具体的には東日本大震災において、数値解析によって再現した津波外力、建築基準法による建物耐力等、実際の
建物被害データを用いて、様々な力を合わせた解析し、高い精度で建物被害の実態が再現できた。研究期間中に
発生した2018年スラウェシ島津波及びスンダ海峡津波においても非地震性津波による建物被害関数を構築し、津
波の特徴、地域性等による建物被害特徴を明らかにした。本研究成果は高いインパクトファクターの国際雑誌等
に発表されている。

研究成果の概要（英文）：This research developed a new approach for tsunami risk assessment for 
building with high accuracy using fragility functions (relationship between tsunami force and 
damage) under the Global Tsunami Model (GTM) project. In brief, the 2011 Great East Japan Earthquake
 and Tsunami was selected as the case study. Tsunami forces were reproduced by numerical simulation,
 building resistant forces were estimated from building design standard. These forces were analyzed 
and showed that the new approach could reproduced the actual building damage condition with high 
accuracy. In addition, building damage data from the 2018 Sulawesi tsunami and 2018 Sunda Strait 
tsunami were also analyzed and demonstrated characteristics of tsunami fragility functions from 
non-seismic tsunamis. Results from this research have been published in several high-impact 
journals. 

研究分野：津波工学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで、実際の被害データで構築された津波被害関数は域性に依存し、他地域への適用は困難であったが、本
研究により新たに提案した方法では、実際の津波被害データがなくても、高い精度で津波による建物被害評価が
できることを示した。また、津波による建物被害評価は、津波数値解析及び詳細な建物データがあれば、日本だ
けではなく世界中に適用することができる。将来の津波によって現実に近い被害実態が想定できることは社会的
に政府の防災計画、保険会社等に貢献している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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1. 研究開始当初の背景 
 2011 年の東日本大震災は大規模な津波を引き起こし、250,000 棟を超える建物の損壊や全壊
をもたらした。2011 年の災害による建物被害の特徴はこれまでによく研究されており、ほとん
どの場合は津波による被害関数の開発に用いられている。津波被害関数は津波の流れ特性、すな
わち浸水深、流速、流体力による構造的損壊の確率を示している。被害関数は過去のイベントに
基づいて構築され、被害や損失の評価に向けて津波のリスクに直面している他の地域に修正す
ることなく直接応用できることが多い。その結果得られる被害推定値は、被害関数が導出された
特有の地域と関数が用いられている地域の間における建設基準や沿岸地形の違いに関係する不
確実性を抱えている。 津波被害関数は津波の流れ特性と建物の被害に関する情報を用いてモデ
ル化している。 近年の研究からは、津波の流体力が重要な説明変数が重要であることが明らか
になっている。発生時の流速と漂流物は両方とも建物の被害の評価に関わる因子である。津波の
データがまだ手に入っていない地域について被害関数を取得するためには、津波の特性を構造
物による津波荷重に抵抗する耐力を関連づける決定論的プロセスをモデル化することが必要で
ある。これは地域の建物特有の構造物の特性を考慮し、説明変数のバイアスの可能性がある観測
値の使用を迂回することが可能になる。  
 
2. 研究の目的 
 本研究では、前もって開発された被害関数に頼るのではなく、津波による被害を推論する解析
モデルを用いて津波荷重とシステム（この場合は建物の耐力）の構造的な抵抗の相互作用を検討
することで津波による被害の評価に向けた代替的なアプローチを提案する。津波による被害を
評価する代替的なアプローチを、特に被害関数が開発されていない地域における建物に対して
提供する。本研究の一環として、被害発生時の津波特性を調査し、提案するモデルに活用するこ
とで構造物の被害と津波の流れ特性の間における関係性について明らかにする。 
 
3. 研究の方法 
（1）解析方法 
 建物全体の安定性の喪失は単体としての滑りまたは転倒による結果として生じることがあり、
多くの場合、構造部分や非構造部分への被害は最低限である（Yeh et al.、2014）。転倒とは基盤
の破壊された箇所を軸に建物が回転することを指す。一方で、滑りは元の位置から建物が横方向
に並進することを指す（Yeh et al.、2014）。本研究では 2つの倒壊メカニズムを別々にモデル化
し、建物の倒壊における支配的なシステムを特定する。これらのシステムに関与する力と耐力の
違いは負荷抵抗解析を実施する際に考慮した。衝撃を受けた点において滑っているが水没して
いない状態（図 1a）では、横方向の流体力、漂流物の衝撃力、および建物の水平抵耐力のみを
考慮した。流体力と漂流物の衝撃力による合成した力が建物の水平抵耐力より大きくなると建
物は倒壊する。水没した状態（図 1b）では、流体力と浮力による転倒モーメントが建物の重量
による抵抗モーメントより大きくなると建物は倒壊する。そのような状況下では、建物は図 1b
に示しているように完全に水没するか、内部に水が浸水していない状態で水に囲まれる。建物が
完全に浸水している前者の場合は、建物の外部における力は相殺される。後者の場合は最悪のシ
ナリオであり、本研究において後に実施する転倒機構の解析で対応することを想定している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 本研究で検討した 2つの破壊機構：（a）滑りと（b）転倒。それぞれの力は次の通りとする 
- Fh = 流体力、Fd = 漂流物の衝撃力、R = 水平抵抗力、W = 建物の重量、B = 浮力。 
 
（2）調査対象地域と建物被災データ 
 2011 年の東日本大震災による建物の被害を研究できる地域は数多くあった。対象地域は、こ
れまでに調査した地域は分析モデルの結果の公平な評価を可能とする。波の増幅や漂流物、波の
方向による衝撃力が比較的小さく、サンプルサイズも大きく、これまでに開発されている津波被
害関数が利用可能であることから宮城県石巻市を選定した。現地観測から得られた詳細な建物
被災データは国土交通省から取得し（MLIT、2012）（図 2）、提案した建物被害モデルの適用性
を検証した。データは建物の大きさ（長さと幅）、階数、建設材料、各建物について測定した最
大浸水深の内挿によって構成されていた。また、各建物は観測されている被害に基づいて分類し



た。MLITによる分類スキームには合計 6つの被害レベルがある。低い被害レベル（すなわちレ
ベル 1–4）では分類スキームにおける記述が重複しているため被害評価は容易に誤分類されてし
まうが、被害レベル 5と 6は定義が明確である。「全壊」と「流失」（レベル 5と 6）は修復不可
能な構造物のことを指している。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2（a）建物の種類の分布と（b）建物の被害レベル。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 建物の被害レベルと本研究で検討した「倒壊」条件 
 
 本研究では、滑り機構と転倒機構は前述の分類に入るため、流失し破壊された 2 レベルのみ
を検討した。低い被害レベルとは反対に、これらの被害モードは建物の構造特性によって決まる
ため、本研究ではこれらのレベルで被害を受けた建物のみを用いた。本先駆的研究で検討した建
物の種類は、本地域におけるサンプルサイズの大きさから、木造の住宅とした。 
 
（3）2011年の津波の数値シミュレーション 
 被害発生時における津波の流れ特性（浸水深、流速、流体力）は、数値シミュレーションによっ
て再現した 2011年東日本大震災による津波の時系列解析において推定した。数値モデルは、非
線形浅水方程式を用いて津波の伝播と遡上を計算し、スタッガード格子を使用したリープフロッ
グ型の有限差分法によって解決しマニング公式を用いて底面摩擦値を記述した。モデルの設定
には、1215 m（領域 1）、405 m（領域 2）、135 m（領域 3）、45 m（領域 4）、15 m（領域 5）、
5 m（領域 6）という 6つの計算領域によって構成される入れ子状の格子系である測深データと
地形データの準備を対象地域に用いた（GSI、2015）。マニング係数の一定値は全ての計算グリッ
ドに適用したが、例外として最も細かい解像度（領域 6）では深水における津波伝播の底面摩擦
の影響を無視できるため、土地利用タイプと建物の密度に基づいて異なるマニング粗度係数を
指定した。潮位は 2011年の津波発生時の潮の状況に設定し、シミュレーション時間は 3時間と
した。初期の水位は海底の変形に従っていると仮定し、東北大学モデル（Imamura et al.、2011）
が提案している断層パラメーターを選定し 2011年東日本大震災による津波を再現した。数値シ
ミュレーションの結果を図 4 に表している。津波シミュレーションによる結果を用いて津波に
よって誘発した力を推定した。浸水深と流速は、石巻市にあった 2,000棟を超える木造の建物に
つき、シミュレーションの各時間ステップおよびそれぞれの建物の位置で取得した。次に、これ
らの値を用いて各建物の各時間ステップにおいて抵抗式による流体力（Fh）、力積と運動量のア
プローチによる漂流物の衝撃力（Fd）、浮力（B）を算出した。本研究では米国の連邦緊急事態
管理庁（FEMA、2003）と日本の廃棄物資源循環学会（JSCWM、2011）による漂流物の推奨重
量に従い、推定値は松の木で 500 kg、車両は 3000 kg、中程度の被害を受けた建物(中破)、大き
な被害を受けた建物(大破)、倒壊した建物はそれぞれ 15 000、30 000、60 000 kgとした。 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 津波の数値シミュレーション：（a）最大浸水深と（b）最大流速。 
 
（4）耐力 
 本研究では、各建物に対してかかる負荷に耐えられる設計耐力はその被害閾値と見なす。モデ
ル化した津波によって誘発した各建物に対する力（すなわち流体力、浮力、漂流物の衝撃力）が
被害閾値を超え、それによって建物への被害に至るかどうかを特定することが目的の一つであ
る。前述の通り、建物の滑り機構と転倒機構をモデル化する際に、かかる荷重の種類や建物の耐
力の違いを考慮した。両方の機構は別々にモデル化した。建物には垂直抵抗と水平抵抗という 2
種類の耐力がある。建物の垂直抵抗はその重量であり、本研究では各建物につき 3000 kN/m2 で
あると仮定した（横浜市、2018）。垂直の負荷抵抗解析を用いて転倒機構を特定した。 
 本研究では、津波による建物の被害を推定する上で初めて建物の耐力壁による水平抵抗力（R）
を検討する。建物の水平抵抗力の低下は、その倒壊において滑り機構が関わっていることを示唆
している。建物の耐力壁は、風や地震活動など、建物にかかる水平荷重に抵抗できる必要がある。
地震や風力に対する各建物の水平抵抗力は建築基準法施行令第 46条（MLIT、2018）に基づい
て計算し、この場合の水平抵抗力は耐力壁の横強度と各建物に求められる壁の長さの積である。
日本の住宅設計基準による耐力壁の横強度は 1.96 kN/m（MLIT、2018）である。 
 必要な壁の長さの計算は地震荷重と風荷重の両方において異なる。地震荷重に対して必要な
壁の長さは、建物の床面積と建物の地震荷重に対する設計係数をかけることで取得できる
（MLIT、2018）。一方で、風荷重については、設計係数を縦方向の投影面積（建物の前面と側
面）とかけることで必要な壁の長さを算出できる（MLIT、2018）。垂直投影面積は建物の幅ま
たは長さを 1.35 m以上の床面高とかけることで定義した面積である。石巻における建物の高さ
に関する情報は本研究の実施時点では取得できなかったため、地元の住宅建設会社を対象に匿
名でのインタビューを実施した。平均的な木造住宅の 1階、2階、3階の高さについて提供され
た推定値はそれぞれ 3.5、2.7、2.1 mであり、これらの値は本研究の目的に応じて平均値として
用いた。石巻における木造の建物は 3階を超えるものはなかった。 
 
4. 研究成果 
（1）結果  
 提案する建物の被害評価モデルの結果は、その性能を評価するため現地観測値と比較した（図
5）。現地観測はMLITデータベースで示しており、被害レベル 5と 6（倒壊状態）のみを比較に
用いた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5（a）現地観測と（b）提案手法による倒壊した建物と非倒壊建物の分布。 
 
提案手法の精度は、漂流物の衝撃力と抵抗減少係数が石巻における建物の倒壊に大きな影響を
与えていないように見えることを明らかに示している。漂流物の重量や建物の抵抗減少係数の



入力値を用いない被害解析の方がより良く一致していた。これは、石巻が前述の理由により漂流
物による大きな影響を受けていなかったことに起因している。表 1 と表 2 では、滑り機構のみ
では倒壊を説明が不十分であることを強調している。言い換えると、建物の倒壊を解析する上で
転倒は重要な機構なのである。提案手法を用いる場合、モデル化した結果はほぼ 100%の精度を
示した。 
 
（2）今後の応用と限界 
新たに提案した負荷抵抗の解析手法は日本の他の沿岸地域ならびに世界的に応用できるが、海
外では建物の設計基準の通り適用される地域が限定される。しかし、そのような詳細な解析では
必要な計算コストとデータ保管量が大きくなる。提案手法は、日本のように建築基準法を厳守し
ている国や、大災害をもたらした事象に対してのみでしか機能しないと考えられる。加えて、本
手法を用いた建物の被害予測の信頼性は数値モデルの精度に依存している。これは災害事象に
関する情報の利用可能性と品質、解析または参照データセットにおいて仮定される支配的な被
害モード、仮定される漂流物の重量係数、採用した抵抗減少係数に依存している。そのような情
報が欠落している場合、建物の被害の推定値は多大な不確実性を伴う。そのため、本手法の応用
は被害の推定値として絶対的な値を生成することではなく、計画目的や比較に向けた代替的な
研究の有用なガイドラインとして用いることを意図する。 
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